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【条例第１２条関係】 

地方公務員法（昭和２５年法律第２５１号）（抜粋） 

（服務の根本基準） 

第三十条 すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且

つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。 

 

【条例第２０条関係】 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）（抜粋） 

第百九十九条 監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び

普通地方公共団体の経営に係る事業の管理を監査する。 

② 監査委員は、前項に定めるもののほか、必要があると認めるときは、普通

地方公共団体の事務（自治事務にあつては労働委員会及び収用委員会の権限

に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受託事務にあつては国の安全

を害するおそれがあることその他の事由により監査委員の監査の対象とする

ことが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）の執行について監

査をすることができる。この場合において、当該監査の実施に関し必要な事

項は、政令で定める。 

③ 監査委員は、第一項又は前項の規定による監査をするに当たつては、当該

普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び当該普通地方公共団体の経

営に係る事業の管理又は同項に規定する事務の執行が第二条第十四項及び第

十五項の規定の趣旨にのつとつてなされているかどうかに、特に、意を用い

なければならない。 

④～⑫（略） 

 

第二条 （略） 

②～⑬ （略） 

⑭ 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努

めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。 

⑮ 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の

地方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。 

⑯・⑰（略） 


